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総供給曲線の勾配に関する国際比較＊

毫
、

黒坂四四・後藤元之

1・はじめに

　「……日本において賃金の動きが他の国に比べ

てある程度伸縮的であることは確からしいが，こ

のことは必ずしも日本経済のマクロ的づフォーマ

ンスの良さにつながらないということである。あ

るいは少なくともそれを示すような実証分析は未

だ十分に行われていないと言えよう」（植田・吉川

［1984］p．70）と植田・吉川氏は述べている。日本

経済におけるブイリップス曲線の勾配が他の先進

国のそれと比較して急であることから，日本経済

の賃金の伸縮性の高いことが広く指摘されてい

る1）。そこで，他の諸条件が等しいかぎり（ceteris

paribus），賃金の伸縮性が高けれ，ば高いほど総供

給曲線の勾配は急になり，需要ショックに対して

は量よりも価格が動き，供給シ。ックに対しては

量も価格もあまり動かなくなる。このことが賃金

の伸縮性の高さと日本経済のマクロ的パフォーゼ

ンスの良さを結びつける主張の根拠である2）。し

かし，総供給曲線の形状はフィリップス曲線の勾

配ばかりでなく，オ山クン係数や価格決定方式に

も依存する。したがって，フィリップス曲線以外

の要因についての国際比較が十分置なされていな

い現状では，日本の総供給曲線の勾配が国際的に

みて急であるかどうかについての結論は不確定と

いわざるをえないというのが，植田・吉川氏の主

　＊　本稿の計測に際しては一部，中島健雄（経済企

画庁経済研究所システム分析調査室）氏の協力を仰い

だ。記して感謝したい。東京経済研究センターの研究

助成（黒坂）にも記して感謝したい。

　1）　フィリップス曲線の国際比較に関しては，島
田・細川・清家［1982］，Grubb，　Jackman，　and　Layard

［1983］を参照されたい。

　2）　中谷［1982］PP・134－135・吉田［1985］PP・36－

38を参照されたい。

張である。

　本稿は日本，アメリカ，西ドイツ，イギリス，

フランス，イタリアの6ヶ国のオークン係数とフ

ィリップス曲線の勾配を統一的な方式で計測して，

総供給曲線の形状についての国際比較をおこなう

ことを目的とする3）。日本の総供給曲線の勾配が

国際的にみてはたして急なのかどうかに関して，

1つの解答を試みようとするのが本稿の主旨であ

る。本稿は以下の如く構成される。Hでは総供

給曲線の理論的フレイム・ワークと計測方法が手’

短かに説明される。次に皿ではオークン係数の

計測とその要因分解，IVではフィリップス曲線の

計測をおこなう。そして，皿とIVの実証分析の

結果をふまえてVでは総供給曲線の勾配の国際

比較が試みられる。VIでは異なった角度から間

接的な方法にもとつく総供給曲線の勾配の計測を

おこない，Vで得られ’た結果と比較対照する。最

．後に孤で本稿で導かれた結論を要約する。

11・総供給曲線の理論的フレイム・ワーク

　と計測方法

　Dornbusch　and　Fischerはその著名なtextbook

（Dornbusch　and　Fischer［1978］）の13章におい

て，総供給曲線の動学版を以下のように導いた。

『期待インフレ率付フィリップス曲線は（1）式の如

く定式化される。

　　4剛躍＝一え（ひ一ひ亙）＋πθ　　　　’（1）

4研／研は名目賃金変化率（以下4は各変数の差分

を示すものとする），ひは現実の失業率，σNは自

然失業率，π8は期待インフレ率をそれぞれ’表わし

ている。このとき，（1）式においてλがフィリッ

　3）　本稿では後で述べるように，価格上昇率漏名目

．賃金上昇率というきわめて単純な価格決定メカニズム

を採用している。

辱

，

、
7



脅

◎

o

－
U

Apr。1987 総供給曲線の勾配に関する国際比較

プス曲線の勾配となる。そして，マーク・アップ

方式による価格付け，あるいはコフ㌧ダグラス型

の生産関数と完全競争のもとでの利潤極大条件よ

り導かれる式を対数微分すると，∠研μ7＝πが得

られる（πは現実のインフレ率）。ただし，このと

き労働生産性の変化率はゼロとする。（1）式の名

目賃金変化率を現実のインフレ率に置きかえると，

　　π＝一λ（σ一ひ〃）＋π8．　　　　　（1）ぞ

となる。（1）’式はSamuelson＝Solowの導出した

物価版フィリップス曲線である。

　次に，失業率の変動を産出量の変化に変換する

場合，失業率とGNPとの間の経験的関係として

知られるオ「クン法則を用い，る。Dornbusch　and

Fischerはオークン法則を（2）式の如く定式化し

ている。

　　φ一碧＝一δ（ひ一び〃）　　　　（2）

δはオークン係数，9は現実の産出量，9πは自

然失業率の水準に対応する産出量をそれぞれ’示し

ている。（2）式を（1）式に代入して整理すると，

　　π＝（λ／δ）・（9－9π）＋πε　　　　（3）

が得られる。（3）式がDornbusch　and　Fischerの

導いた動学厚総供給曲線である。通常の総供給曲

線は物価水準と産出量の組合せであるが，（3）式は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　　　　　　　　　　

インフレ率（物価水準の変化率）と産出量の組合せ

を示していることから，．動学版総供給曲線と呼ぶ

ことができよう。（3）式において，え／δが総供給曲

線の勾配となる。総供給曲線の勾配はフィリップ

ス曲線の勾配とオークン係数の逆数の積で表わさ

れ．ることになる。したがって，フィリップス曲線

とオークン係数を計測することにより，総供給曲

線の勾配が計算できることになる。そこで，フィ

リップス曲線と十一クン係数の計測方法を以下で

手短かに説明しよう。

　フィリップス曲線はその非線型性を考慮に入れ

て，（4）式のような形で計測する。

　　4耳77習7＝γo十γ1（1／σ）十γ2π＿1　　　　　　　　（4）

（4）式においてインフレ期待は静学的期待にもと

づいて形成され，るものと仮定している（π一1は1

期前の現実のインフレ率である）。（4）式における

フィリップス曲線の勾配は，γ1／σ2（∂（4例㈲／∂σ

＝一 ﾁ1／ひ2，∂は偏微分を意味する）で表わされる。
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　次に1オークン係数の計測はOkunの第3の方

法を用いて行なうことにする（Oku亘［1962］）4）。

第3の方法は
　　lo9（100一σ）＝βo十β11099十β2　T　　　　　（5）

で表わされる式を計測して，1／β、をオークン係数

とみなす方法である（logは自然対数を表わして

いる）。β1は雇用率の産出量弾力性を意味してい

る。10％以下の失業率（いいかえると雇用率が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　

90％以上）のもとでは，雇用率1％の変化は近似
　　　　　　　　　　　　　　コ　　　ロ　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　

的に雇用率の変化率1％を意味する。雇用率1％
つ　　　コ　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の上昇（低下）は失業率1％の低下（上昇）であるか

ら，1／β1はオークン係数（失業率1％の変化が

GNPの何％の変化と結びついているかを示す係

数）を表わすことになる。D6rnbusch　and　Fischer
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　ロ
が（2）式で定式化したオークン法則では，産出量
　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　コ

の水準の変化と失業率の変化とが結びつけられて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いるので，（2）式におけるオークン係数δは，産
　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　ロ

出量の変化率と失業率の変化とを結びつける本来
ロ　　　コ　　　リ　　　　　　　　　　　の　　　　

のオークン係数とは異なる。（2）式におけるδの値

は産出量の水準の測定単位から独立ではないので，

実証的には（5）式の1／β1をオークン係数として採

用する。また，（5）式におけるTはトレンド変数

を表わし，1β2／β11は潜在成長率を意味している

（Okun［1962］を参照され，たい）。

　実証的に得られたフィリップス曲線の勾配

γ1／σ2とオークン係数1／β1から，総供給曲線の勾

配（γ1／〔1r2）・β1が計算できる。この総供給曲線の勾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
配はDornbusch　and　Fischerにおけるような産出
　　　　の　　　　　ロ　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　コ　　　　

量の水準とインフレ率の関係ではなく，産出量の．
　　　　ロ　　　ロ　　　　　　　　　　　ロ　　　リ　　　　　　　コ

変化率とインフレ率の関係を表わすことになる。

すなわち，（4）式と（5）式から，

　　∠π／（∠9／9）＝［∠（∠剛｝の／4ひ］・

　　　　　　　　［（4五／L）／（4（2／⑦］

　　　　　　　÷（一γ1／σ2）・（一β1）

　4）Okunの第3の方法は，失業率，実質GNP・ト
レンド変数といった加工の必要のない生のデータを用

いて計測できる。これに対し，第2の方法は自然失業

率や潜在GNPの計測が必要となる。失業率をGNP
の変化率に直接回帰させる第1の方法も生のデータの

みで十分であるが，日本経済の場合この方法によって

良好な結果が得られない。計測の簡便性と推定結果の

安定性から，第3の方法を採用した。
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州1　四一クン係数の計測

VoL　38　No．2

譜
日　　本

アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

定数項

　4．3209

（159．38）

　1，0685

　（4．01）

　0．9681

　（4．31）

一〇．7682

（一1．46）

2．2872

（26．68）．

2．6358

（8．61）

D1 1）2 1099 亙2　z）躍　　営 エ）1 P2

1960－61
i
1977－85一〇．0025

i一2．77）

一〇．0031

i一3．61）

0．0271

i10．29）

一〇．0025

i一13．10）

0．97 1．95 0．0009

その他の期間 0 その他の期間

1960－76 1 1984－85一〇，0089

i一2．39）

一〇．0113

i一2．67）

0．3708

i13．13）

一〇．0133

i一14．06）

0．93 1．90 0．0048

その他の期間 0 その他の期間

1973－77 1 1980一〇．0067

i一356）

0．0101

i2．82）

02768

i16．32）

一〇．0117

i一21．00）．

0．97 1．68 0．0033

その他の期聞 0 その他の期間

1980 10．0231

i3．10）
一　一

0．4622

i10，25）

一〇．0142

i一13．66）
0．94 1．87 0．0070

その他の期間． 0 一
1966，74．83 1

0．0039

i5，51） 一

0．1727

i27，46）

一〇ρ108

i一40．04）

0．99 2．01 0．0016 1968．82 一1 一　　　一

その他の期間 0

1960－65 1 19750．0128

i2．57）

0．0118

i253）

0．1657

i6，40）

一〇．0075

i一9．16）

091 L72 0．0045
その他の期聞 0 その他の期間

1

0

1

0

1

0

1

0

〔注〕計測期聞は日本，アメリカが、196（ト85年，それ以外の国は1960－83年である。D1，P2はダミー変数で各国で異なる。その詳細は末列に記載さ

　　れている。そして，｛2は日本，アメリカ，西ドイツが実質GNP，それ以外の国は実質GDPを表わしている。　Tはトレンド変数である。1～2

　　は自由度修正済係数，D躍はダービン・ワトソン比，8は標準誤差を示している。以下，特に断らないかぎりこの表記法に従うものとする。

　　　　　　　＝（γ・／σ2）・β1　　　．（6）

となるからである。ただし，このとき先に述べた

ように，4曜／研＝π，一4ひ÷∠ゐ伍（五＝100一ひで，

パーセント表示の雇用率を五は表わすものとす

る）が仮定され’ている。したがって，我々が計測

しようとする総供給曲線の勾配は，供給サイドに

おいて産出量1％の変化を引き起こすのに必要と

されるインフレ率の変化を意味することになる。

111・オークン係数の計測とその要因分解5）

　本節ではHの（5）式を用いて，まず日本を含め．

た6ヶ国のオークン係数を計測する。』ついで

・Okun［1962，1973］とMairesse［1984］の示した方

法に基づくオークン係数の要因分解と，労働需給

アプローチにもとつくオークン係数の解釈を試み

る。

　III－1　オーク．ン係数の計測

　計測期間は必要なすべてのデータが各国共通し

てそろう1960年以降である（特に断らない限り，

日本・アメリカがユ960－85，それ以外の国は1960

1

　5）期間を区切った．場合の日本経済のオークン係数

の要因分解に関．しては，Hamada　and　Kurosaka［1984］

をみられたい。

一83年である）。使用データはすべて年次データで，

データ・ソースに関しては論文末尾に一括して記

載している。オークン係数の計測に際しては，構

造変化を抽出するダミー変数を各国ごとに用いた。

オークン係数の計測結果と各国ごとに異なって用

いたダミー変数のリストは，表1に要約されてい

る。ダミー変数を用いることによって各国のオー

クン係数の逆数は，すべて有意に計測されている。

また，自由度修正済決定係数，タ㌧ビン・ワトソ

ン比ともに良好な計測結果を示している。用いら

れたダミー変数から，60年代前半の高成長期への

転換時点，石油危機後の低成長期に，各国の失業

率とGNPとの関係に構造変化の生じているこ．と

がよみとれる。

　10琴9の係数β、の逆数であるオークン係数は，

　　　　　　表2　オークン係数と潜在成長率

国
変数

日　　本

アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

オークン係数

36．90

2．69

3，61

2，16

5．79

6．03．

潜在成長率（％）

2
5
2
暫
0
2
5

9
3
4
・
3
1
D
4
・

，

●

．
U
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表2に計算されている。表2には潜在成長率の値

もあわせて計算されている。表2より日本の小一

クン係数は，他の諸国の6～17倍の大きさである

ことがわかる。フランス・・イタリア，アメリカ・

西ドイツ・イギリスはそれぞれオークン係数の値

が似通っていることがよみとれる。イタリアとフ

ランスの順位は入れかわるが，オークン係数の高

い国ほど潜在成長率の値が大きいことも理解でき

る。

　IIL2　オークン係数の要因分解

　常識的に考えれば失業率1％の変化によって雇

用量が1％変動し，それに伴って産出量が1％変

動する。ところが皿一1でみたように，各国のオ

ークン係数はいずれも1より大きく計測されてい

る。失業率が変化するプロセスで，労働供給，労

働時間，労働生産性も同時に変化するからである。

∬を平均労働時間（1人当り），μをマン・アワー

で測った労働生産性，五Eを雇用量とすると，産

出量の変化は，

　　∠震≡～／9＝＝∠1エン1穿／エン」膠十∠『E／一目τ十∠1μ／μ　　　　　　　　　（7）

に分解される。ここでは固定係数型の生産関数が

前提とされ’ている。次に失業率の定義より，

　　σ＝100・（五ε一砺）／L8　　　　　　　（8）

が成立する。五8は労働供給を意味している。（8）

式の差分をとると，

　　∠ひ＝100｛∠五s／五ザ（五Eμン8）ご（∠砺／砺）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

が得られる。（9）式を（7）式に代入して整理すると，

最：終的に，

　　49／9＝一［1／｛（エン五ジ／1｝s）・100｝］∠σ＋∠L8／恥

　　　　　＋∠EIE＋∠μ／μ　　　　　　（10）

を導くことができる。産出量の変化は失業率，労

働供給，労働時間，労働生産性の4つの要因の変

化に分解される。（10）式はOkunが示した要因分

解法である。

　各国の平均雇用率を計算すれば，失業率1％の

変化が他の諸条件を一定としたときに産出量を変

化させるかを示す（10）式の第1項が計算できる。

計測期間における各国の平均失業率は，1．70％

（日本），6。10％（アメリカ），2．30％（西ドイツ），

3．13％（イギリス），3．42％（フランス），6．19％（イ

34
1

1

タリア）である。したがって，失業率1％の変化

がGNPに及ぼす直接効果は，1．01％（日本），1．06

％（アメリカ），1．02％（西ドイツ），1．03％（イギリ

ス），1．03％（フランス），1．06％（イタリア）となる。

　次に，労働供給がGNPに及ぼす効果を分析し

てみよう。失業率の低下は，雇用機会が増加して

仕事が探しやすくなるので労働供給が増加する就

業意欲創出効果と，世帯主の収入の増加によって

付加的労働力の供給が減少する効果をともない，

2つの合成された効果が結果としてあらわれる。

そこで，（11）式による計測を行なって失業率の変

動が労働供給に及ぼす効果を検討してみよう。

　　丑慧α。＋α10r＋α、T＋α，T2　　　（11）

ここで，Eはパーセント表示の男女計の総労働力

率を表わしている。計測に際しては，労働力率と

失業率の相互効果を考慮して2段階最小2乗法を

　　　　　　　　　　　　ハ用いて推定を行なった6）。σは操作変数を用いて

通常の最小2乗法で推定された失業率を意味して

いる。構造変化を抽出するダミー変数を用いて推

定を行なった。表3には計測結果，ダミー変数，

操作変数のリストが記載されている。

　失業率の係数のパラメーターの符号をみると，

イタリアを除いてすべての国ではマイナスとなっ

ている。すなわち，イタリアでは付加的労働力効

果が検出されるが，他の国ではすべて就業意欲創

出効果が検出されることが表3よりよみとれる。

就業意欲創出効果を大きさの順序に並べると，日

本，イギリス，フランス，西ドイツ，アメリカの

順序になる。オークン係数のうちで労働供給効果

に帰せられる大きさを，2．51（日本），0．16（アメリ

カ），0．35（西ドイツ），0．54（イギリス），0．44（フラ

ンス），一1．13（イタリア）とみなすことにする。

　第3に，労働時間の変動を分析してみよう。労

働時間の変動をGNPとタイム・トレンドを用い

て説明することを試みる。通常の最小2乗法を用

いて（12）式によって計測を行なう。

　　1・9π一φ。＋φ、1・99＋φ，T　　　（12）

（12）式の計測に際しては，各国ごとに異なる構造

　6）　労働力率関数の推定に際して2段階最小2乗法
を用いることを示唆されたのは，石川経夫（東京大学）

氏である。御教示に感謝したい。
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表3　労働力率関数の計測

Vol。38　No．2

譜日　　本
アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

定数項

75，3356
（73．21）

62．3636
（63．14）

72．4141
（462．93）

72．7566
（264．67）

66．4883
（257，84）

56．0968
（51．04）

1）1

一1．3919
（一4．88）

一1．2070
（一5．30）

一〇．5560
（一6．42）

0．6840
（4．05）

L5036
（3．24）

13．5985
　（5．72）

P2

1．1044
（294）

1．9708
（5．58）

A
ひ

一2．5193
（一4．oo）

一〇．1667
（一2．25）

一〇．3590
（一10．14）

一〇．5416
（一13．15）

一〇，4412
（一4．73）

1．1306
（5．53）

一〇，9835
（一13．96）

一〇，4228
（一4．90）

一〇．1376
（一12，．16）

一〇，0971
（一2，91）

0．1996
（5．17）

一〇4787
（一4．56）

エ）1・T T2 π2

一〇，9542
（一4．85）

0．0312
（9．06）

0．0179
（753）

α0165
（10．18）

Plゲ

1．98

1，73

2．18

1．72

1．84

1．85

ρ
S

0．2856

0．2816

0．1773

0．1935

0．3769

0．7249

．二
日　　本

アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

エ）1

1960－66

その他の期間

1981－83

1984－85

その他の期間

1967－68レ76－77

1975

その他の期間

1960－69

そり他の期間

1960

その他の期間

1960－61

1962－64

その他の期間

1

0

1

万
τ
1

一1

τ
1

三
1

0

1

万
玉

P2

1978

その他の期間

1

0

1960－62

その他の期間

－
一
〇

操 作 変 数

実質公的総固定資本形

成，7’，T2

実質政府支出，実質輸

出丁，7■2

実質政府支出，T2

実質政府支出，実質輸

出，T

実質政府支出，T，7「2

実質政府支出，T2

ダミー変数1

ダミー変‘数2

1960－70

1978

1

1

その他の期間

〃

・
0
［
0

ダミー変数 1・96・一731・1 〃 0

ダミー変数1

ダミー変数2

1975

1980

1

1

その他の期間

〃

0
一
〇

ダミー変数 1・96・一6・1・1そのイ也の期間1・

ダミー変数1

”　　2

1963

1960－64

1

1

その他の期間

〃

0

0

〔注〕　計測期間は日本，アメリカが1960－85年，それ以外の国は196G－83年である。各国のダミー変数の詳細と操作変数のリストは別表に記載され

　　ている。ひは操作変数を用いて推定された失業率，T2は2次のトレンドを示している。

変化を仮定した。労働時間関数の計測結果は表4

に要約さ一れ，ている。表6より日本と西ドイツに関

しては，石油危機をはさんで労働時間のGNP弾

性値に構造変化が認められる。両国とも石油危機

後に労働時間．のGNP弾性値は上昇している。他

国の労働時間のGNP弾性値は，0．05（イタリア）

から0．24（イギリス）の間に分布している。オーク

ン係数のうちの労働時間の変動に帰せられる割合

を，オークン係数と労働時間のGNP弾性値の積

によって計算する。失業率1％の変化によって

GNPはオークン係数の値に等しい大きさだけ変

化し，労働時間はGNP弾性値とGNPの変化率
の積だけ変化するからである。労働時間によって

説明されるオークン係数の大きさは，8．11（1960－

72，　日本），29．52（1973－85，　日本），0．37（アメリ

カ），0．86（1960－72，西ドイツ），2．38（1973－83，

西ドイツ），0．51（イギリス），0．92（フランス），0．30

（イタリア）となる。

　労働生産性の効果は，労働供給・労働時間によ

って説明しきれないオークン係数の残差として定

㌻

●

‘
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表4労働時間関数の計測
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謹 定数項 エ）1 エ）2 1099 D2・P099 T
8 1）1 P2一E2

O．98

エ）躍

k93

1960．67－68 　　1

D　　一

@一1

1973－85 1

日　　本

5．6085

i12．33）

0．0103

i4．15）

一6．9611

i一9．68）

0．2276

i5．07）

05743

i9．61）

一〇．0307

i一7．31）

0．0071 1962－66

その他の期間 0 その他の期間
0

1963－66 1 1り82－85 1

アメリカ

6．2487

i42．10）

0．0120

i6．69）

0．0085

i4．04）

0．1445

i9．22） 一
一〇．0093

i一18．04）

099 2．09 0．0029
その他の期間 0 その他の期間 0

1962－67 1 1973－83 1

西ドイツ
4．4982

i6．47）

一5．8775

i一7．31）

一〇．0184

i一4．02）

0．2427

i4．59）

0．4174

i729）

一〇．0158

i一7．16）

0．95 1．83 0．0077

その他の期間 0 その他の間期 0

1969 1 1977－80 1

イギリス

4．8752

E（4．40）

0．0121

i2．92）

0．0286

i4．13）

0．2467

i2．59）

，　一

一〇．0123

i一4．69）

0．94 2．02 0．0081 一1 1981－83
21966．70－71

ｻの他の期間 0 その他の期間 0

1974－83
1966．68－69 1

一1
　一tフンス

5．4893

i18．50）

一〇．0317

i一7．29）

0．0107

i4．99）

0．1678

i7．69） 一

一〇．0129

i一12．48）

099 1．85 0．0053

　　1

|
　
0

1960．72－73

その他の期間 その他の期間 0

イタリア

7．0059　　　0．0166

（27．92）　　　（7．93）

0．0559

（2．58）

一〇．0059

（一6．54）

1979

0．96　　　1．79　　0．0045

1980－81

1982－83

その他の期間

1
1
2
0

〔注〕計測期聞は日本，アメリカが1960－85年，それ以外の国は1960一83年である。各国のダミー変数の詳細は末列に記載されている。

義する。残差としての労働生産性の効果は，上で

述べた他の効果とともに表5に要約されている。

表5より日本の労働生産性効果は1960－72年の期

間では圧倒的に大きいが，1973－85年の期間では

労働時間の効果の増大のために急激に減少してい

る。いいかえると，日本経済においては石油危機

以前の高成長期には過剰雇用の存在が大きく，石

油危機以後は過剰雇用が大幅に減少している。高

成長期には一時的な需要の落ち込みが生じても，

労働保蔵によって需要の回復に対処しようとした。

また，労働市場がひつ迫していた高成長期には解

雇という手段を用いて不況に対処することは，来

たるべき景気の回復期における熟練労働者の採用

の困難さを考慮すれば高くつくことになった。低

成長期においては以上と逆の事態が生じたといえ

よう。そして，労働時間の調整によって需要の変

動に対処する方が企業にとってはよりpr面table

となったといえるかもしれない。

　西ドイツ経済においても，労働生産性効果は石

油危機後に低下し，マイナスになっている。西ド

イツ経済も石油危機後は労働時間の調整によって

需要変動に対処しようとしていることがうかがえ

る。

　アメリカ，イギリス，フランスにおける労働生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産性の効果によって説明されるオ「クン係数の比
　

率1ま，　o，40（＝≒1．1／2．69），　o．03（÷o．08／2．16），　o．58

（÷3．40／5．79）である。この比率の順位は，表2の

潜在成長率の順序と等しい。いいかえると，成長

表5　オークン係数の要因分解

騨日　　本
アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

1960－72

1973－85

1960－85

1960－72

1973－83

1960－83

1960－83

1960－83

直　接労　働
効　果供　給

1，01

1ρ6

1，02

1．03

1，03

1．06

2．51

0．16

0．35

054

0．44

一1．13

労　二
時　間

8．11

29．52

0．37

0．86

2．38

0．51

0．92

0．30

労　働
生産性

25．27

3．86

1．10

1．38

一〇．14

0．08

3．40

5．80

オーク
ン係数

36．9

2．69

3．61

2．16

5．79

6．03
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　．余力のある経済ほど労働生産性効果が大きいと解

　釈できるかもしれない。もっとも，これら3国に

　おいて雇用調整がどのように行なわれていて，労

　働保蔵の実態がどのようなものになっているかを

　詳しく検討して，このような解釈が妥当であるか

　どうかをみきわめる必要があろう。

　　イタリア経済は一番特異な行動パターンを示し

　ている。労働供給において付加的労働力効果が強

　いために，失業率の低下は労働供給の減少を促し．

　て産出量の低下につながる。また，労働時間の効

　果も絶対水準としては6ヶ国のなかで一番小さい。

・そこで，オークン係数の説明要因はほとんど労働

　生産性効果ということになる。イタリア経済にお

　ける労働供給と雇用調整に関しては，よりたちい

　つた検討をおこなうことがもとめられる。

　　III－3　労働需給アプローチにもとつくオーク

　　　ン係数の解釈

　　Mairesse［1984］はオークン係数の要因分解を労

　働需要・労働供給関数の枠組にもとづいて解釈す

　ることを提唱した。

　　　∠恥／砺＝α∠9／9．　　　　　　　　（13）

　αは労働需要のGNP弾力性である。（12）式よ．り

　労働時間のGNP弾力性は，
　　　∠lE／正τ＝φ1」4〔≡～／（2　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　（14）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　コ　となる。そして，4〃五＝一（∠σ／100）（Zは小数点
　　　　　　

　表示の雇用率）を仮定すると労働供給関数は（11）

　式より，

　　　4五8／五8一｝αl14〃Z・＝α1（∠ひ／100）　（15）

　となる。ここで，労働供給と労働力率を同一視し

　ている。（7）式より労働生産性の変化率は，

　　　4μ1μ〒・4｛≡～／ら～一4ゐ五F／」し』写一∠H／。E　　　　　 （16

　となる。そして，雇用率の変化率は，
　　　∠「五／」Z二＝」≧「1｝E／エン」醒一∠「1ンs／五ε　　　　　　　　　　　（17）

　となる。（16）式と（17）式に（13），（14），（15）式を代

　沸して整理すると，

VoL　38　No．2

表7

国
変数
　　定数項 刀1 1）2

　　4μ／μ＝（1一α一φ1）∠9／9

　　4五8／五8＝｛α1α、1／（1＋【α1i）｝・∠9／9

が得られる。また，（5）式から，

　　∠Z！Z＝β・∠9／9

となる。したがって，

（17），（18）式より，

一4．0566 一2．9238

日　　本

（一1．83） （一3．60）

1．5848 一3．0554 一2．2439

アメリカ
（1．56） （一5．10） （一2．31）

．0．1030
3．1413

西ドイヅ
（0．07） （2．46）

6．9455 一11．8359 一7．5222
イギリス

（2ユ1） （一3．79） （一1．66）

6．8522 6．7292

フランス
（2．24） （2．20）

一7．9859 一92462 11．1381

イタリア
（一1．94） （一4．80） （3．51）

〔注〕　計測期間はフランスだけが1960－84年で，

（16）’

（17）’

（18）

隅一クン係数1／β・は，（13），

　　1／β1＝（1十iα1D／α　　　　　　　　　　　　　（19）

となる。したがって，β1とα1の推定値を代入し

てやれば，労働需要の弾力性が計算できることに

なる。

　我々が先に試みたオークン係数の要因分解との

対応関係を検討してみよう。

　　　（∠π俊）／（一」研100）

　　＝｛（∠∬μ∫）／（∠｛2／（2）｝・｛（4（2／（2）／（一∠σ／100）｝

　　＝｛φ、（1＋1α、1）｝ノα　　　　　　（20）

　　　（∠μ／μ）／（一∠σ／100）

　　r｛（」μ／μ）／（49／9）｝・｛（∠9／⑦／（一∠σ／100）｝

　　＝｛（1一α一φ、）（1＋｝α11）｝／α　　　（21）

が，（14），（16）’，（19）式から得られる。したがって，

表6　労働需要・労働供給の弾力性

潔
労働需要

労働時聞

労働供給

労　　働

生産性

日　　本

0．09

022
（60－

　72）

080
（73－

　85）

2．51

0．69
（60－

　72）

0．11
（73－

　85）

メ
カ
ア
リ

0．43

0．14

0．16

0．43

西ドイツ

0．37

0．24
（60－

　72）

0．66
（73－

　83）

0．35

0．39
（60－

　72）

一〇．03

（73－

　85）

タ
ア
イ
リ

ラ
ス
フ
ン

ギ
ス
イ
リ

0．71

0．24

0．54

0．05

0．24

0．16

0．44

0．60

一〇．02

0．05

一1．13

0．97

｝

‘

峯
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1）3

一3．3009

（一3．46）

1ノひ

22．0862

（7，72）

22，7373

　（4．63）

5．7878

（5．77）

19．3844

　（2．63）

32．8321

　（3，32）

1504892

　（6．55）

1）1・1ノひ

一39．5339

（一3．87）

π一1

0．3009

（2．68）

0，2188

（2，98）

0．9545

（3．59）

0．2422

（1．24）

0，1009

（0．60）

0．4912

（350）

π2

0，82

0．78

0．62

0．53

0，71

0．85

1）罪

1．70

1．94

1．43

1．57

1．33

1．71

鼎
8

2，3463

0．8895

1．8970

3．9905

22649

2．9083

エ）1

1964－69

1971－75

1981－84

その他の期間

1960－70

その他の期間

1960－62

その他の期間

1960－69

その他の期間

1960－73

その他の期間

1960－69

その他の期間

1

一1

π
ヨ

エ）2

　19671

0

　1

了
－
一
〇

　1

τ

その他の期間

－
一
〇

1985

その他の期聞

－
一
〇

　19731

0 その他の期間

1

0

エ）3

1985

その他の期間

⊥
0

他の国はすべて19φ0－85年である。

先に試みたオークン係数：の要因分解は，

　　1／β、＝（1＋ε）＋α・＋｛φ・（1＋1αli）｝／α

　　　　　＋｛（1一α一φ、）（1＋1α・D｝／α　（22）

という関係で整理できる。εは直接効果のうちで

1を上回る部分である。α1が労働供給効果，｛φ1

（1＋1α、1）｝／αが労働時間効果，　｛（1一α一φ、）（1＋

1α1D｝／αが勝働生産性効果をそれぞれ表わしてい

る。

　Mairesseの導いた労働需要のGNP弾力性を

（19）式を用いて計算し，それにもとづいて労働生

産性のGNP弾力性を（16）’式によって算出した

値が，労働時間と労働供給の弾力性の値とともに

表6に要約されている。表6よりイタリアを除い

てオークン係数の値の小さい経済ほど労働需要の

GNP弾力性が大きいことがわかる。（19）式にお

いて労働供給の弾力性を一定とすれば，このよう

な結果が得られるのは当然である。いいかえると

労働供給の弾力性は，オークン係数の大きさの順

位と労働需要の弾力性の大きさの順位の関係を鵬

すような大きさになっていないことがわかる。次

に，労働生産性のGNP弾性値をみてみると，日

本の値は石油危機前においてもそれ程きわだって

大きいものとはいえないことがわかる。オークン

係数の大きさを考慮すると，アメリカやフランス

の労働生産性の弾力性の値は相対的に大きいこと

がわかる。

　イタリアは付加的労働力効果が検出され’ている

ために，他の諸国と比較して特異なパターンが示

されている。労働需要の弾力性にいたってはマイ

ナスとなっている。GNPの変動は労働需要にほ

とんど影響しないといえよう。イタリアのGNP

の変動はほとんど労働生産性の変動によって吸収

されていることが表6よりよみとれる。もっとも，

Mairesseの示した分析方法は，α、〈0のケースを

対象としているので，α1＞0となるイタリア経済

へ適用することはふさわしくないかもしれない。

　最後に，日本経済の労働供給の弾力性は他の諸

国（イタリアを除く）と比較してきわだって大きい

就業意欲創出効果を示していることは注目に値す

る。失業率と同方向に動く労働力率の変動は，失

業率の振幅を小さくしオークン係数を大きくする

ことに，日本経済では他国に比較して大きく貢献

しているのである7）。

　7）　日本経済においてこのように大きな就業意欲創

出効果は，：景気循環のプロセスで労働力と非労働力と

の間を移動する縁辺労働力の存在によってになわれて
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IV・フィリップス曲線の計測
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表8　総供給曲線の勾配

　Hの（4）式にもとづいて6ヶ国のフィリップス

曲線を計測した結果が，表7に要約されている6

期待インフレ率として1期前の消費者物価上昇率

（π一、）が用いられ’ている。推定に際しては各国ご

とに異なるダミー変数を使用して，構造変化を検

出した。失業率が賃金に及ぼす影響はすべての国

で有意に推定されている。ただし，フランスでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　コ　　　　　　　　

1960－73年の期間において右上りのフィリップスr
コ　　　　

曲線が検出されている。フランスの賃金データと

失業率データとをプロットしてみると，1960－73

年の期間では正の相関が認められる。右上りのフ

ィ1リ．ップス曲線が検出されたのは，このような事

実を反映している。そして，失業率の係数パラメ

．一 ^ーをみると，西ドイツが一番小さくイタリア

が一番大きいことがわかる。日本の失業率パラメ

ーターは中位にあり，アメリカの値とほぼ等しく

なっている。

　次に，期待インフレ率の係数をみるとイギリス

とラランスの値は有意に推定され，ていない。有意

に推定されている期待インフレ率の係数パラメー

ターのなかでは，西ドイツが一番大きくアメリカ

が一i番小さくなっている。日本の値はイタリアに

ついで3番目である。

ス
配
コ
　
　
　

フ
勾
覗

。
の
。
6

リ
　
　
ア

イ
線
フ
曲尋日　　本

アメリカ

西ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

0．6110

1．0941

　　1．9800

－2．0456（60－73）

2．8070（74－84）

　　3．9275

オークン係

数の逆数

0，0271

0．3708

0．2768

0．4622

0．1727

0．1657

総供給曲
線の勾配
0．2071

0．2265

0．3028

0．9151

一〇．3532（60－73）

0．4847（74－84）

　0．6507

V・総供給曲線の勾配の国際比較

　本節では，皿とIVの計測結果をふまえて総供

給曲線の勾配の国際比較を試みる。

　IVにおいてフィ，リップス曲線を計測したが，フ

ィリップス曲線の勾配を計算するためには，Hの

（6）式で明らかにしたように，失業率の係数パラ

メーターを失業率の2乗で割る必要がある。フィ

リップス曲線の非線型性のために，失業率が異な

ればフィリップス曲線の勾配が異なるからである，

そこで本稿では，フィリップス曲線の勾配として

きた。縁辺労働力の中心は女子労働力であった。この

点については，梅村［1971コ第1章11を参照されたい。

ただし，最近では景気後退下でも女子労働力の非労働

力化が行なわれにくくなり，女性労働力の縁辺的性格

が薄れてきつつある。

計測期間における平均失業率で評価したものを採

用する。その結果が表8の第1列に要約されてい

る。それらの結果よりフィリジプス曲線の勾配は，

日本が一番大きいことがわかる。フィリップス曲

線における失業率の係数パラメーターの値はそれ’

ほど日本経済においては大きいとはいえなかった

が，平均失業率が小さいためにフィリップス曲線

の勾配が大きくなるのである。したがって，他の

条件を一定とすると日本経済の自律回復力は高く，

総供給曲線の勾配は大きいといえよう。この点は

フィリップス曲線の失業率パラメーターの値が日

本と比べて大差なかったアメリカのフィリップス

曲線をその勾配でみると，一番小さくなるのと対

照的である。

　総供給曲線の勾配は∬の（6）式より，フィリッ

プス曲線の勾配とオークン係数の逆数の積となる。

そこで両者の積が，表8の第3列に記されている。

それ’をみると，日本の総供給曲線の勾配はアメリ

カのそれをやや下回って，一番緩やかなものであ

ることがわかる．。すなわち，日本経済においセは

フィリップス曲線の勾配も大きいが，オーク．ン係

数の値も同時に大きいがために総供給曲線の勾配

はかえって小さくなるのである。したがって，：フ

ィリップス曲線の勾配のみによって総供給曲線の

勾配を論じることができるのは，オークン係数の

大きさが各国でそれほど異ならないときのみであ

る。総供給曲線の勾配を緩やかな順序に並べると，

日本，アメリカ，西ドイツ，フランス（1974－84年），

イタリア，イギリスの順序になる。

　総供給曲線の勾配を論じるときに，フィリップ

レ

●

遷
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9
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Apr．1987 総供給曲線の．勾配に関する国際比較

．ス曲線の勾配だけではなく，オークン係数の大き

さも考慮に入れて論じることの重要性が以上で明

らかになったといえよう。そして，その結果供給

サイドからGNP　1％の増加を刺激するためには

6ヶ国においては約0，2～0．91％のインフレ率の

上昇が必要となることが導かれた。

VI・代替的な総供給曲線の勾配の計測

　名目総需要の変化が産出量と物価の変化にどの

ように分割されて吸収されるかを計量的に分析す

ることによって，総供給曲線の勾配に関する含み

を論じたのは，藤野［1979，1980］氏，経済企画庁

［1983］，中村［1984］氏の研究である。より具体’

的には，名目GNP（GDP）が変化するとき，実質

GNP（GDP）とGNP（GDP）デフレーターがどの

ように変動するかを計測することによって，総高

　　　　表9　名目GNP・名目GDPの分割分析

国 潔 定数項 10gy 一R2 1）擢 8

日　　本

1099 6．0945
i38．95）

05113
i37．42）

0．98 0．18 0．0659

．　log　P
一1．4894
i一9．52）

0．4886
i35．77）

0．98 0．18 0．0659

1099 5．3032
i47．84）

0．3538
i23．12）

0．95 0．30 0．0507

アメリカ

10gP 一〇，8456
i一7．58）

0．6678
i43．36）

0．98 0．18 0．0510

西ドイツ

1099 8．1748
i47．93）

0．4248
i33．74）
097 0．23 0．0334

log　P
一3．5696
i一20．93）

05751
i45．67）

0．98 0．23 0．0334

1099 10．0874
i62．23）

0．1859
i12．90）

0．87 0．20 0．0566

log　P
＿6，4822

i一33．82）
0．8140
i56，48）

0．99 0．20 0．0566

1099 9．4579
i36，40）

0．3645
i19．42）

0．94 0．10 0．0728

フランス

10gP 一4．8528
i一18，68）

0．6354
i33，85）

0．98 0．10 0．0728

10gQ 9．3713
i39．70）

0．2655
i12．89）

0．87 0．12 0．0964

イタリア

log　P
一4．7661
i一20，19）

0．7344
i35．66）

0．98 0．12 0．0964
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給曲線の勾配を計測する。（23）式と（24）式によっ

て名目GNP（GDP）の変動が，実質GNP（GDP）

とGNP（GDP）デフレーターの変動にどのように

分割され’るかを推定した8）。

　　lo99＝θo十θ1】r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）．

　　log　P＝τ〇十τ1y　　　　　　　　　　　．（24）

ここでyは名目GNP（GDP），　PはGNP（GDP）

デフレーターを示している。6ヶ国に関して行な

った推定結果は表9に要約されている。名目総需．

要の変化によって総需要曲線が総供給曲線上を動

くとすれば，（23）と（24）式におけるτ11θ1が，総

評琴鱒翻瀞（蜘到
レーターの実質GNP（GDP）弾性値だからである。

　τ1／θ夏の比率を推定パラメーターの値から計算

すると，0．9556（日本），1．3538（西ドイツ），1・7432

（フランス），1．887（アメリカ），2．766（イタリア）・

4．378（イギリス）となる。このよ．うな総供給曲線の

勾配のrankingは，表8の総供給曲線の勾配の順

序と似通っている。西ドイツ，アメリカ，フラン

スの順位がわずかに変動している。フランスを除

けば，、表8と表9の結果は西ドイツとアメリカの

順位が入れかわっているだけになる。どちらの結

果も日本の総供給曲線の勾配が国際的にみて，一

番緩やかという結論を支持している。

〔注〕計測期間はすべて1960一85年である。日本，アメリカ，西ドイ

　　ッの｛2は実質GNP，他の国の9は実質GDPをデータに用
　　いている。したがって，デフレーターPも日本，アメリカ，

　　西ドイツがGNPデフレーター，それ以外の国はGDPデフ

　　レーターを表わしている。

VII．結 語

　我々が本稿で示した主要な結論は，日本の総供

給曲線の勾配は6ヶ国のうちで一番緩やかである

ということである。このような結論はフィリップ

ス曲線の勾配のみにもとづいて（あるいはそれの

みを強調して），総供給曲線の勾配を論じること

はミス‘リーディングであることを示している。

失業率とGNP（GDP）との問の経験的関係である

オークン係数は，フィリップス曲線の勾配から決

定される総供給曲線の勾配の順位を逆転させる程

の差異が国際間に存在することを本稿は明らかに

した。

　また，オークン係数の要因分解，オークィ係数

　　8）筆者の1人も黒坂［1986］において・日本とア

　メリカに関する同様の分析を行なった。
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の労働需給アプローチからみた解釈も詳細に本稿

では行なった。それ’らによると，日本経済の特色

は，労働需要のGNP弾力性の小さいことと労働

供給の就業意欲創出効果が著しく大きいことであ

る。今後さらに総供給曲線の形状に関する国際比

較分析が行なわれることが，大いに望まれる。

　　　　　　　　　　　　　（武蔵大学・経済企画庁）
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